






(目的)

心身に障害を持つ或いは障害をのこす恐れがあると思われる乳幼児が、健診の場や医療機

関で発見された際に、事後の療育や指導が円滑に運ばれなかった例が少なくない。また保

健所や児童相談所・福祉事務所などそれぞれの行政機関で子どもの状態を把握しても、居

住地や相談先の移動についていけず前処置機関から情報を得ることが困難なため、処遇の

一貫性を欠くのみならず業務の停滞をきたすことになる。一方保護者側では相談や保育の

場を変える度に生育歴を聞きなおされ、異なる指導を受けるなど不都合な対応を強いられ

ることが多い。これらの欠陥を是正して、障害の早期発見と事後の指導にかかわる各機関

を一元化したシステムをつくり、発達段階に応じて必要とされる医療・保健・福祉・教育

にわたる対応が総合的且つ継続的に一貫して提供されるようにすることを研究目的とする。


